
大阪市データ利活用環境に係る情報提供依頼（RFI）実施要領

1. 情報提供依頼の実施期間
令和８年９月１日（火）～令和８年９月30日（水）

2. 情報提供依頼の背景・目的
2.1 背景
本市では、令和５年３月に「Re-Designおおさか～大阪市DX戦略～（以下、「DX戦略」という。）」を策定し、行動指針の一つとして「データの価値を最大限に活用します」を掲げています。また、データを庁内横断的に活用することにより、業務効率及び行政サービスの質を向上させるとともに、経験だけに頼らず、客観的な事実や根拠（データ）に基づいて企画立案し、結果や成果を評価するEBPM（Evidence-Based Policy Making）の推進に向け、データ利活用の組織的な推進につなげていくための基本方針となる「データ利活用基本方針」を令和８年３月に策定し、職員が簡単・柔軟に使えるシステム環境として、データ利活用環境の整備を検討しています。
データ利活用環境を整備することにより、庁内データへ簡単にアクセスし、分析・可視化できる機能の他、データを安心・安全に流通させるための加工・共有の自動化を実現することをめざしています。

2.2 目的
本情報提供依頼は、庁内データ及び外部データを一体的に管理・蓄積・分析等ができる「データ利活用環境」の導入に向けて、要件の精査や費用・スケジュールの把握を目的として実施します。

3. データ利活用環境のめざす姿
3.1 めざす姿
本市におけるデータ利活用環境は、庁内職員が日常業務の中でデータを自然に活用し、データに基づいた意思決定や施策立案が可能となる状態の実現を目的としています。また、各所属で保有するデータを全庁で活用可能な共有財産として流通させるとともに、多様なデータや先端技術を活用して業務改善や行政サービスの高度化につなげることをめざしています。
現在、本市におけるデータ利活用の取組は所属や職員個人に依存する側面があり、データを活用した分析や施策立案が組織的に十分浸透しているとは言い難い状況です。また、各所属が保有するデータの所在や内容を相互に把握しづらいことや、データ連携・活用に手間がかかること、データ活用に必要なツールを含めた環境の整備が十分ではないことなどが、データ利活用の拡大に向けた課題となっています。
このような状況を踏まえ、本市では2030年度までを見据え、段階的にデータ利活用環境の整備及び利活用の定着を推進します。まずは全所属でデータ利活用を開始できる環境を整備し、その後、所属間でのデータ共有や利活用を促進することで、組織横断的な分析や施策立案、さらには分野横断のサービス創出が可能な状態をめざします。
また、職員が必要なデータを容易に検索・取得できることに加え、専門的なスキルがなくともデータの収集、連携、加工、共有から分析・可視化までを一連で実施することができ、その結果を施策検討や庁内外への説明等に活用できるシステム環境を構築することをめざしています。
これにより、EBPMの実践を促進し、業務効率化及び行政サービスの高度化を図るとともに、データを活用した継続的な業務改善、分野横断のサービス創出や業務に根差した分析・施策立案の実現をめざします。
なお、本環境の構築にあたっては、データ利活用の裾野を広げる観点から、庁内職員の誰もが簡単かつ柔軟に利用できるユーザーフレンドリーな操作性を確保するとともに、AI等の先端技術を活用し、必要なデータの探索、分析・可視化、その結果を踏まえた施策検討を支援できる環境を想定しています。

3.2 想定している要件
データ利活用環境のめざす姿の実現に求められるものと想定している要件は、「別紙１_要件一覧」を参照してください。

4. 現状と前提条件
4.1 本市の環境
(1) 本市のネットワーク環境
本市の現行通信環境はマイナンバー利用事務系、LGWAN接続系、インターネット接続系の三層分離を前提としたネットワーク構成であり、「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」のβ’モデルを採用しています。
したがって本市のネットワーク環境下では、利便性とセキュリティの両立を考慮した上でインターネット上にシステム環境を構築することも可能なネットワーク構成となっています。

(2) データ利活用環境
データ利活用環境では、マイナンバー利用事務系、ガバメントクラウド、LGWAN接続系を含むあらゆる環境に配置されたシステムからデータを取得することを想定しています。取得対象とするデータの種別や優先順位は今後整理する予定です。
取得対象とするシステムには個人情報が含まれているデータを持つシステムもあり、その場合はマスキングや抽象化処理を行った上でデータ利活用環境へ集約し、統計的に分析できるデータとしての活用を想定しています。
ただし、これらマスキングや抽象化処理を行ったデータであっても、他の情報と組み合わせることで個人を識別できる可能性があることから、個人情報としてデータを適切に取り扱い、「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」や個人情報保護法及び関連法令等（本市規程・規則等※1を含む）に従い、システム運用には十分な安全管理措置を講ずる必要があります。
なお、システム間やネットワーク間の橋渡し役として、庁内データを適切に流通させるデータ連携ツール「庁内データブリッジ」の導入が令和８年度現在進められており、令和９年度のリリースが予定されています。各データソースとデータ利活用環境のデータ連携経路は、庁内データブリッジを経由して構築する想定です。
詳細なシステム構成、ネットワーク制約、その他の前提条件は、必要に応じて「別紙２_システム構成図」※1を参照してください。

※1 参加申請及び秘密保持誓約後に本市から提供いたします。

4.2 関連施策・事業との関係
本事業の関連施策・事業として、DX戦略のVISIONである３つのDX領域（サービスDX、行政DX、都市・まちDX）のプロジェクトや、庁内データブリッジがあります。データ利活用環境は、３つのDX領域における取組をデータ利活用の観点から支える共通的な基盤として位置づけており、各プロジェクトと必要に応じてデータ連携することを想定しています。そのため、各事業で取り扱うデータやデータ連携、分析・可視化等の機能についてデータ利活用環境が共通的に担う範囲と各事業が個別に担う範囲を明確にしていく予定です。現時点で想定している各事業との棲み分けを提示します。

(1) 庁内データブリッジ
庁内データブリッジは本市のシステム間及びネットワーク間のデータ連携を実現するためのシステムであり、各種データソースからデータ利活用環境へのデータ連携を行う際に、庁内データブリッジを経由してデータ流入を実現する想定です。
連携先・連携元との連携アプリケーションは庁内データブリッジ（Azure）上に構築する必要があります。連携先・連携元システム所管課またはデータ利活用環境構築事業者にて連携アプリケーションの構築・運用保守を担い、庁内データブリッジ側は開発テンプレートや共通ライブラリ等の共通パーツを提供し、開発効率化を担います。


【表１　庁内データブリッジとの役割分担イメージ】
	#
	項目
	データ利活用環境
	庁内データブリッジ

	1
	データ連携に係る実行・管理基盤の提供
	-
	○

	2
	開発効率化のガイドライン・テンプレート・共通パーツの提供
（共通化の対象範囲は現時点で未定）
	-
	○

	3
	連携アプリケーションの構築・運用保守
	○
	-


○：担当　-：担当外

(2) DX戦略の各VISIONに関連する取組
i. CXサービスデザイン（サービスDX）
サービスDXにおける取組の一つであるCXサービスデザインは、市民とのコミュニケーションや行政サービス利用に関するデータを活用し、市民体験の向上をめざす事業です。AI・データを活用し、市民一人ひとりに最適な情報やサービスの提供、AI・データドリブンな行政運営の実現をめざしています。
CXサービスデザインで描く「行政ナレッジベース」という構想では、市民ニーズの現状や将来像を分析するためのナレッジとして、庁内のデータソースをつなぎ合わせた姿を描いています。
行政ナレッジベースで想定するデータ群には、データ利活用環境が収集・蓄積を担う、統計的データにあたるソースが多くあります。行政ナレッジベースで必要となる統計的データはデータ利活用環境から取得する想定ではあるものの、市民応対で使用することからデータアクセスに高い非機能要求レベルが必要である点を踏まえて、データ利活用環境からデータを取得すべきか協議を進める予定です。

ii. バックオフィスDX（行政DX）
行政DXにおける取組の１つであるバックオフィスDXは、予算編成、調達・契約、財務会計、総務事務、公文書管理等の行政事務を対象に抜本的なBPR、システムの最適化等を行い、業務最適化を進めています。
バックオフィスDXでは、案件単位で業務情報や進捗情報を一元的に管理するための「統合プラットフォーム（ServiceNow）」、公文書や業務関連ファイルを一元的に管理するための「汎用オンラインストレージ（Box）」の導入を行い、整備を進めています。
統合プラットフォームや汎用オンラインストレージに蓄積されているデータはEBPMにも活用可能なデータが含まれていると想定しています。統合プラットフォーム・汎用オンラインストレージは業務遂行や情報管理を目的としたシステムとし、データ利活用環境は所属横断的なデータ利活用を目的とするシステムとして役割分担しています。

iii. 都市・まちDX
都市・まちDXは、都市・インフラ分野におけるデータやデジタル技術の活用を通じて、便利・安心・安全に暮らせる、魅力・活力のあるまちの実現をめざしています。都市・まちDXでは、「データインフラ都市おおさか」をめざし、都市機能の高度化、公共施設の機能維持向上、人材育成／環境整備を柱として取組を進めています。
都市・まちDXでは、まちづくり、交通、防災・減災、環境・エネルギー等の分野にて、BIM/CIMデータ、点群データ、GISデータ等の都市・インフラデータの活用を検討しています。これらのデータは本事業で整備するデータ利活用環境を介して所属横断的に利活用されることが想定されることから、両事業の連携を前提に検討を進めています。
現時点では、都市・インフラデータの蓄積や分析についてはデータ利活用環境を活用することを前提に検討していますが、BIM/CIMデータや点群データ等の大容量データの保管方法や分析環境の構築方針は継続検討中です。そのため、都市・まちDXとデータ利活用環境の役割分担や責任分界点は、今後整理を進める予定です。

iv. その他DX事業
DX戦略に基づき、各部局がデータやデジタル技術の活用を前提とした各種DX事業を企画し、取組の中で得られたデータを新たなサービスに利用することができるように、現状紙運用となっている業務のデジタル化を推進するとともに、データを活用した業務効率化等について取組んでいます。
本事業で導入するデータ利活用環境をはじめとしたデータ利活用の取組は、本市DXをデータの観点から下支えするものですので、データ利活用環境が各部局にとって利用しやすく、業務実態に沿った運用ができるよう最大限考慮する必要があります。

【[image: グラフィカル ユーザー インターフェイス

AI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。]図１　大阪市DX戦略を支える本事業の位置付け】
大阪市データ利活用基本方針　より
（取組例）
　大阪市DX戦略アクションプラン

5. 情報提供していただきたい事項
本市では、令和９年度以降に予定しているデータ利活用環境の調達に向けて、データ利活用環境で想定している要件の実現性、導入スケジュールや費用等の調達条件及び追加提案やデモ環境の提供可否に関する情報提供をお願いしたく、「6.1. 回答様式」に従ってご回答をお願いいたします。

5.1 データ利活用環境の実現性
本市が現時点で想定するデータ利活用環境の機能・非機能要件は「別紙1_要件一覧」にて提示します。
本情報提供依頼では、これら要件の実現可否及び実現方法（適用する製品やサービス、アーキテクチャ）、実現にあたっての制約事項及び前提条件、実現が困難な場合の代替案に加え、構築後に想定される運用保守作業及び本市と受注者の役割分担を把握し、データ利活用環境の要件精査及び運用保守業務の委託範囲の検討に活用したいと考えています。
また、要件の実現性、導入スケジュール及び費用の見積精度向上のために本市からより具体的に提供すべき要件及び前提条件があれば、本調達に向けて本市内で検討を進めるべく、その旨のご回答をお願いいたします。
つきましては、以下項目についてご回答をお願いいたします。

＜情報提供いただきたい項目＞
1 機能要件・非機能要件の実現可否
2 適用可能な製品やサービス
3 実現できない要件の代替案
4 想定される制約事項や前提条件
5 稼働後に想定される運用保守作業と役割分担
6 見積精度向上のために本市から提供すべき情報

5.2 調達条件
データ利活用環境は令和9年6月頃から構築開始を見込んでおり、令和９年度末に初期機能のリリースを予定しています。その後に段階的な開発・リリースを行い、令和12年度末にデータ利活用環境の完成をめざしています。各フェーズで実装を見込んでいる機能要件・非機能要件は「別紙１_要件一覧」にてご確認ください。
上記に関するデータ利活用環境の導入スケジュール、導入費用、運用保守費用についてご回答をお願いいたします。ただし、提案いただくアーキテクチャや適用する製品・サービスに応じて機能群の単位が異なり、導入スケジュールが本市の想定スケジュールと前後することも想定しています。提示いただくアーキテクチャや適用する製品に応じた段階リリースの方法・導入スケジュールをご回答いただくようお願いいたします。

＜情報提供いただきたい項目＞
7 データ利活用環境の導入スケジュール及び段階リリースの考え方
8 データ利活用環境の導入費用
9 データ利活用環境構築後の運用保守費用


5.3 追加提案
現時点で本市が想定しているデータ利活用環境の要件やシステム構成を提示しているものの、事業者の導入実績や知見に基づき、本情報提供依頼における前提要件やシステム構成以外でデータ利活用環境の目的を達成するために、より最適な要件やシステム構成、AI活用の考え方に関する追加提案があれば情報提供をお願いいたします。
また、本情報提供依頼で得た提案内容の機能検証を本市で実施予定であり、そのデモ環境を無償提供いただけないかと考えています。提供可否や環境提供に関する条件（スケジュール、デモで使用できる機能の範囲）についてもご回答をお願いいたします。

＜情報提供いただきたい項目＞
10 より最適な要件やシステム構成の追加提案
11 デモ環境の無償提供の可否と環境の仕様

6. 情報提供の回答方法
6.1 回答様式
本情報提供依頼は以下の回答様式を使用してご回答ください。なお、回答様式に記載しきれない内容がある場合は、追加資料を添付してください。

【表２　回答様式】
	様式
	様式の説明
	５章の項番

	回答様式１_要件の実現性に関する情報提供依頼事項
	データ利活用環境で想定している機能・非機能要件の実現方法、運用保守作業の役割分担及び見積精度向上のために本市から提供すべき情報について、ご回答ください。
	①②③④⑤⑥⑪

	回答様式２_システム構成図
	貴社が提案するシステム構成図をご回答ください。
	①②③④

	回答様式３_構築スケジュール
	貴社が提案する導入スケジュールをご回答ください。
	⑦

	回答様式４_概算見積書
	本件に係る導入、運用保守に関する費用をご回答ください。
	⑧⑨

	回答様式５_事業者による追加提案書
	本市が想定している範囲に限らず、貴社の知見から有効と考えられる提案、要件の見直しやより最適な構成、AI活用の考え方に関する追加提案があればご回答ください。
	⑩

	回答様式６_質問票
	本件に関する本市への確認事項があれば、質問内容を記入し、ご提出ください。
※詳細は「7. 情報提供依頼に係る質問受付」を参照ください。
	-

	回答様式７_提出書類一覧
	本件をご回答いただく際の提出書類を一覧化しています。提出書類一覧で提出書類をご確認のうえ、ご回答をお願いいたします。
	-



6.2 回答期限
本情報提供依頼の回答期限は以下のとおりとします。
・回答期限：令和８年９月30日

6.3 回答方法
情報提供は上記の期限までに、下記の電子メールアドレスにお送りください。送付いただく資料の合計容量が大きい場合（10MB以上）は、本市にご相談ください。
また、各種様式のPDF形式での提出は不可とします。追加資料はPDF形式での提出も可能です。
・提出先：「10. 問合せ先」を参照
・件名：【RFI回答】大阪市データ利活用環境に係る情報提供依頼（貴社名）
・提出書類：「回答様式7_提出書類一覧」を参照

　※事前に参加申請の手続きが必要ですので、本件RFIへ参加いただける場合は、参加申請様式1「参加申込書」及び参加申請様式３「秘密保持誓約書」を記入・添付の上、本文に担当者名、担当者連絡先を記載し、以下の送付先まで参加申請の御連絡を電子メールでお願いします。参加申請をいただいた方を対象に、関係資料を電子メールで送付します。
なお、参加申込後に辞退する場合は、参加申請様式２「参加辞退届」を必ず電子メールにて提出してください。
・参加申請期限：令和８年９月30日（水）まで（回答期限まで受付）
・提出先：「10. 問合せ先」を参照
・件名：【RFI参加申請】大阪市データ利活用環境に係る情報提供依頼（貴社名）
　　・提出書類：参加申請様式1「参加申込書」、参加申請様式３「秘密保持誓約書」
　　　　　　　　
7. 情報提供依頼に係る質問受付
本RFIに関する質問がある場合は、「回答様式6_質問票」を使用して提出してください。
質問の提出期限、提出先、件名の詳細は以下のとおりとします。
・質問票の提出期限：令和８年９月16日
・提出先：「10. 問合せ先」を参照
・件名：【質問】大阪市データ利活用環境に係る情報提供依頼（貴社名）

8. AIのガバナンスにかかるAI基盤機能
大阪市では、近年急速に技術が進化するAIについて、大阪市の行政サービスの対象となる方々に対し、大阪市が適正にAIを活用するための基本姿勢を示すものとして「大阪市AI活用基本方針」を令和８年３月に策定しました。
同方針では、市民や事業者等の安心と信頼を確保するという普遍の「AIの活用にかかる11の原則」に基づいて、技術の進化に対応しながら、AIのリスクを分類し、適切かつ責任あるAI活用を進めていくこととしています。
本情報提供依頼では、データ利活用環境の調達を主たる目的としていますが、AIを最大限に活用するAI-Readyのデータ環境整備にあわせて、とりまくAIの活用の観点からAIエージェントの管理・開発機能を含む「AI基盤」としての統制機能（マルチモデルLLM対応、開発環境、エージェントレジストリ等）の整備の必要性について検討しています。
本データ利活用環境構築においてはAIを活用する機能が多く含まれていますが、AI基盤も調達範囲として含める場合に生ずる製品・サービス構成、運用保守作業や調達費用への影響等を把握するため、「回答様式８_AI基盤_要件の実現性に関する情報提供依頼事項」と「回答様式９_AI基盤_概算見積書」に参考情報の提供依頼を追加していますので、ご協力をお願いいたします。
なお、回答期限、回答方法、質問の受付については6.2、6.3、７に同じとします。

【表３　AI基盤に関する回答様式】
	様式
	様式の説明

	回答様式８_AI基盤_要件の実現性に関する情報提供依頼事項
	データ利活用環境の構築とあわせて、集約されたデータ・メタデータ・カタログを活用し、データ利活用環境上で構築されるAIの開発・運用基盤としての機能に加え、他の基盤やサービス上で構築されるAIエージェント等も含めて一元的に登録・可視化・統制するAI基盤の整備を検討しています。ついては、AI基盤として備えるべき機能要件の実現可否等を把握するため、回答をお願いいたします。

	回答様式９_AI基盤_概算見積書
	AI基盤を構築する場合の費用調査を目的としています。データ利活用環境と機能を兼ねられるものがあるか等、調達・構築範囲を検証したく存じます。


9. 留意事項
(1) 情報提供いただいた事業者に対し、デモやヒアリングをお願いする場合があります。
(2) 情報提供依頼に関する回答、提案等については、当該目的以外には使用いたしません。また、今後の調達の選考等に一切関係ないものとします。
(3) 情報提供依頼の実施に要する費用は、事業者の負担とします。
(4) 提出いただいた資料に関しては返却いたしかねますのでご了承ください。

10. 問合せ先
本情報提供依頼にあたってお預かりする情報の集約・分析は本市との業務委託契約に基づき、支援事業者が代行します。ご質問・ご回答いただく際は、メールにて支援事業者を宛先に、本市連絡先をCCに設定の上、お送りくださいますようお願いいたします。なお、参加申請については、本市連絡先にのみ送付をお願いします。

【本市連絡先】
大阪市デジタル統括室戦略担当データマネジメントグループ
担当：井谷、西田
大阪市北区中之島1丁目3番20号　大阪市役所地下2階
電話番号：06-6208-7735
Email：bb0011@city.osaka.lg.jp

【質問・回答の宛先（支援事業者連絡先）】
PwCコンサルティング合同会社
担当：犬飼、宮
電話番号：06-6375-2620
Email：jp_osaka_data_utilization@pwc.com
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